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注2） 債務償還年数＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー
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●インカバ、株主資本に対する長期債務比率の改善。営業CFの最大化、債務削減に努める
（2000年3月期を100とした指数）
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３. 営業キャッシュフローの創出３. 営業キャッシュフローの創出
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連結営業キャッシュフローの推移



2,150 2,160
2,349 2,232 2,315

1,134

857
726 906 884819

3,199
3,1393,075

2,969 3,017

1,134

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2001.3 2002.3 2003.3 2004.3 2005.3 2005.9

（単位：億円）

3,225 3,223

1,533

3,296 3,219 3,179

注1) 設備投資額は、工事負担金等によるものを除いた数値
注2)  2005年9月期は運輸業、非運輸業の合計
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非運輸業

４. 設備投資と減価償却費４. 設備投資と減価償却費

運輸業

設備投資額

設備投資と減価償却費の推移（連結）
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注) 連結キャッシュ・フロー計算書の「有形・無形固定資産の売却による収入」
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2001年4月
ＣＭＳスタート

６. 現預金圧縮６. 現預金圧縮

現金及び現金同等物残高（連結及び単体）

連結期末残高

単体期末残高

子会社から
親会社への預入高



●鉄道施設購入長期未払金が半分、長期借入金が４分の１弱、社債が４分の１強

※ 鉄道施設購入長期未払金の内訳

（＊）「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律施行令」第１条の、それぞれ第１号、２号、３号に規定されていることによる通称

７． 長期債務の構成７． 長期債務の構成
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連結長期債務の内訳（2005年9月末）
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注 １） 見込額は2005年9月末現在。
２） 新幹線１号債務の早期償還額は予定額（2008年3月期以降については未定）

８． 債務の償還見込み８． 債務の償還見込み
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●償還額の平準化を意識した資金調達

注 ： 2005年10月31日現在

//

（単位：億円）

1,100

1,200

350

国内債

（無担保）

国内債

（一般担保）
国内債

（無担保 2005.10発行）

社債償還額推移（単体）



１０. 2004年度以降の社債発行実績１０. 2004年度以降の社債発行実績

（注）利払日は原則として８月および２月の２５日

●10年、20年を主体とする発行実績。スプレッド・プライシングによる条件決定
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2025.6.202005.7.26 +11bp2.053％99.95円2.05％150億円2039
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（参考） 長期債務格付け（参考） 長期債務格付け

●強固な事業基盤、キャッシュフロー創出力に対する高い評価

AA＋AA－／安定的Aa2
•鉄道技術力は極めて高い。
•利益重視の経営姿勢。
•鉄道に比べ、事業リスクが高い
関連事業のウエートが低い。

•営業エリアに首都圏を抱えるな
ど強固な事業基盤を有し、鉄道
収入の安定度合いが相対的に高
い。 (2005年4月）

•柱の鉄道事業は東日本全域を営
業区域としており、比較的安定した
旅客輸送量が引き続き見込まれる。

•総括原価方式による運賃設定が
認められており、収益力が安定して
いる。

•有利子負債は高水準だが、着実
に減少しており、今後も負債の削
減がすすむと予想され、負債・資本
構成は引き続き改善する見通し。

(2005年10月）

•強固な営業基盤に基づく安定し
た事業キャッシュフロー。

•日本の経済・運輸政策において
重要な位置付けがなされている。

•良好な規制環境が維持。
•債務は着実に削減されているが、
比率は高い水準にある。

•長期的な要因として、鉄道輸送人
員が構造的に制約される。

(2005年1月）

•1991年12月 ＡＡＡ（ＪＢＲＩ）

•2002年7月 ＡＡ+
⇒「長寿化」を伴う高齢者の増

加が鉄道経営をより難しくさ

せる

•1993年6月 ＡＡ

•1998年3月 ＡＡ-
⇒鉄道事業の収益性低下による財

務内容の脆弱化

⇒国鉄清算事業団債務の追加負
担要請による政治リスクの高まり

•1993年6月 Ａａ2

R&IS&PMoody’s


